
解説

法人課税

Ｑ１ 法人税の実効税率について、改正点を教えてください。 実効税率についての改正は見送られ、中小法人の軽減税率18％について、平成24年3月31日終了事業年度まで延長されました。

Ｑ２ 減価償却制度の改正内容を教えてください。 定率法の償却率に関する改正は見送られました。

Ｑ３ 欠損金の繰越控除制度についてはどのような改正がありましたか。 改正は見送られました。

Ｑ４ 貸倒引当金制度は、どのように改正されたのでしょうか。 貸倒引当金に関する改正は見送られ、公益法人等の割増の特例が１年延長されました。

Ｑ５ 法人が支出する一般の寄附金の損金算入限度額は、どのように変わりましたか。 寄付金の損金算入限度額に関する改正は見送られました。

Ｑ６ー１ １００％子法人の、株式評価損失の損金不算入について教えてください。 平成23年6月30日以後に行う評価換え等について適用されることとなりました。

Ｑ６ー２ 解散の場合の「期限切れ欠損金の損金算入制度」の改正について教えてください。
平成23年４月１日以後開始事業年度(連結納税制度の場合には、平成23年6月29日以前に終了する事業年度を除く）に適用される
こととなりました。

Ｑ６ー３ １００％グループ内における、被現物分配法人の自己株式の適格現物分配についてどのような改正がありましたか。 平成23年6月30日以後に行われる適格現物分配について適用されることとなりました。

Ｑ６ー４ １００％グループ内等における外国法人が行う現物出資について、どのような改正がありましたか。 平成23年6月30日以後に行う現物出資について適用されることとなりました。

Ｑ６ー５ １００％グループ内の法人に対する中小企業向け特例の不適用の改正点について教えてください。 平成23年４月１日以後開始事業年度（平成23年6月29日以前に終了する事業年度を除く）に適用されることとなりました。

Ｑ７ 棚卸資産の評価における「切放し低価法」の廃止について教えてください。 本文のとおり

Ｑ８ 雇用促進税制が創設されましたが、その税額控除の内容はどのようなものでしょうか。 本文のとおり

Ｑ９ 雇用促進税制が創設されましたが、その割増償却の内容はどのようなものでしょうか。 本文のとおり

Ｑ１０ー１ 創設された環境関連投資促進税制（グリーン投資減税）について教えてください。 平成23年6月30日からの適用となりました。

Ｑ１０ー２ 地球温暖化対策のための税の導入について教えてください。 改正は見送られました。

Ｑ１１ 総合特区制度やアジア拠点化とはどのようなものですか。 本文のとおり

Ｑ１３ 医療特有の税制の見直しがされましたが、その内容はどのようなものでしょうか。 本文のとおり

Ｑ１４ー１ 消費税の免税事業者の要件はどのような見直しが行われましたか。 個人は平成25年以後、法人は平成25年1月１日以後開始事業年度に適用されることとなりました。

Ｑ１４ー２ 消費税の仕入税額控除制度における「９５％ルール」については、どのような見直しが行われましたか。 本文のとおり

Ｑ１４ー３ 消費税の申告の際、任意提出となっている「仕入税額控除に関する明細書」はどのような見直しが行われましたか。 本文のとおり

個人所得課税

試験研究を行った場合の特別控除の特例、エネルギ－需給構造改革推進投資促進税制、中小企業等基盤強化税制、
事業革新設備等の特別償却制度は平成24年3月31日まで延長し、障害者対応設備等の特別償却制度、事業所内託児
施設等の割増償却制度は所要の経過措置を講じた上で廃止されることとなりました。

租税特別措置法について、どのような制度の廃止、改組がありましたか。Ｑ１２



Ｑ１５ 給与所得控除については、どのような見直しがありましたか。 改正は見送られました。

Ｑ１６ 特定支出控除については、どのような見直しがありましたか。 改正は見送られました。

Ｑ１７ 退職所得の計算上で何か改正がありましたか。 改正は見送られました。

Ｑ１８ 成年扶養控除等の見直しが行われましたが、その内容はどのようなものでしょうか。 改正は見送られました。

Ｑ１９ 「保険年金」に係る最高裁判決を受けたことに伴い、どのような改正がありましたか。 平成23年6月30日から1年間の特例措置とされました。

Ｑ２０ 上場株式等の１０％軽減税率は、どのように変わりましたか。 本文のとおり

Ｑ２１ 日本版ＩＳＡ（少額非課税投資）はどのように変わりましたか。 本文のとおり

Ｑ２２ 店頭デリバティブ取引に対する課税は、どのように変わりましたか。 本文のとおり

Ｑ２３ 上場株式等の配当等に係る大口株主等の範囲は、どのように変わりましたか。 本文のとおり

Ｑ２４ 特定口座について、どのような改正がありましたか。 本文のとおり

Ｑ２５ 既存住宅の改修工事等について改正点を教えてください。 それぞれ、平成23年6月30日以後に契約する増改築等について適用されることとなりました。

Ｑ２６ 「認定事業用地適正化計画の事業用地域内にある土地等の交換」についての課税繰延措置はどのようになりましたか。 平成23年6月30日以後の交換等について適用されることとなりました。

Ｑ２７ 電子証明書等特別控除は今回の改正で延長になりましたか。 本文のとおり

Ｑ２８ 日本版プランド・ギビング信託とは、どのような制度ですか。 本文のとおり

Ｑ２９ 年金所得者の申告手続について、何か改正がありましたか。 平成25年1月1日以後に支払われる公的年金等について、寡婦（寡夫）控除が追加されることとなりました。

Ｑ３０ 所得税の確定申告書（還付申告書）の提出期間について、改正点を教えてください。 本文のとおり

Ｑ３１ 生命保険契約等に基づく一時金にかかる一時所得について、どのような改正がありましたか。 平成23年6月30日以後に支払われるべき一時金について適用されることとなりました。

相続・贈与に対する課税

Ｑ３２ 相続税が増税となったそうですが、改正の概要を教えてください。 改正は見送られました。

Ｑ３３ 相続税の未成年者控除・障害者控除の改正点を教えてください。 改正は見送られました。

Ｑ３４ 贈与税の税率構造は、どのように改正されたのでしょうか。 改正は見送られました。

Ｑ３５ 相続時精算課税制度の適用対象者は、どのように改正されたのでしょうか。 改正は見送られました。

Ｑ３６ 相続税の連帯納付義務は、どのように改正されたのでしょうか。 本文のとおり

Ｑ３７ 住宅取得等資金を贈与された場合の税制に変更があったそうですが、どのように変更されたのでしょうか。 本文のとおり。ただし、相続時精算課税についての改正はなく、平成22年と同様となっています。

その他の改正点



Ｑ３８ 登録免許税はどうなりましたか。 本文のとおり

Ｑ３９ 印紙税の改正点について教えてください。 本文のとおり

Ｑ４０ 高齢者向け優良賃貸住宅に関する割増償却制度等はどう変わりましたか。 サ－ビス付き高齢者向け住宅の特例については平成23年6月30日以後とされました。

Ｑ４１ 事業用資産の買換え特例はどのようになりましたか。 個人5号、法人5号について、林業用土地等が除外されました。

Ｑ４２ 市民公益税制とはどのようなものですか。 貸倒引当金についての改正は見送られました。

Ｑ４３ 国際課税についてはどのような改正点が検討されていますか。 本文のとおり

Ｑ４４ 外国税額控除制度はどうなりましたか。 「Ⅲその他の改正」以外の部分についての改正は見送られました。

Ｑ４５ 移転価格税制についてどのような改正がありましたか。 本文のとおり

Ｑ４６ 外国子会社合算税制（タックスヘイブン対策税制）について、どんな改正が行われましたか。 Ⅱ③の改正は平成23年6月30日以後の適用となりました。

Ｑ４７ 納税者権利憲章の制定について教えてください。 改正は見送られました。

Ｑ４８ 税務調査手続の変更点について教えてください。 改正は見送られました。

Ｑ４９ 更生の請求の変更点について教えてください。 改正は見送られました。

Ｑ５０ 理由附記について教えてください。 改正は見送られました。

Ｑ５１ 租税罰則の見直しについて教えてください。 平成23年8月30日以後の改正となりました。

Ｑ５２ 事前照会に対する文書回答制度にはどのような見直しがされましたか。 本文のとおり

Ｑ５３ 還付加算金についてどのような見直しがされましたか。 本文のとおり

Ｑ５４ 住宅ローン控除制度について、過去の改正による変遷を教えてください。 本文のとおり

Ｑ５５ 近年の所得税の所得控除の変遷について教えてください。 平成24年分の給与所得控除、成年扶養控除の改正は見送られました。

Ｑ５６ 新証券税制のスケジュールについて教えてください。 本文のとおり


